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税務情報 

戦略分野国内生産促進税制に係る省令等の公布 

2024 年度税制改正で創設された戦略分野国内生産促進税制は、「新たな事業の
創出及び産業への投資を促進するための産業競争力強化法等の一部を改正する
法律」（2024 年 6 月 7 日公布、同年 9 月 2 日施行（*）（以下、「改正産業競争力
強化法」））に規定する一定の事業適応計画について認定を受ける必要がありま
すが、その認定に係る本税制の対象資産等の詳細は、改正産業競争力強化法に
係る省令等で定められることとされていました。 

（*） 改正産業競争力強化法の施行期日に関する情報は、2024 年 8 月 30 日発行
の e-Tax News No.315「2024 年度税制改正関連情報 新たな事業の創出及
び産業への投資を促進するための産業競争力強化法等の一部を改正する法
律 － 施行期日を定める政令の公布」にてお知らせしています。 

3 月 25 日、官報本紙第 1430 号及び官報号外第 62 号において、本税制の執行
に必要な事項を定めるたとえば以下の省令及び命令（全て 2025 年 3 月 25 日施
行）が公布されました。なお、今回公布された関連規定（「租税特別措置法施行
規則の一部を改正する省令」を除きます。）は、意見公募手続を経て制定・改正
されたものです。 

 租税特別措置法施行規則の一部を改正する省令 

本税制における税額控除額は、次のうちいずれか少ない金額の合計額とされて
います。（別途、税額控除の上限が定められています。） 

（i） 産業競争力基盤強化商品の区分に応じ、供用中年度において販売されたも
のの数量等に応じた金額 

（ii） 事業の用に供した産業競争力基盤強化商品及びこれとともに産業競争力
基盤強化商品を生産するために直接又は間接に使用する減価償却資産に
対して投資した金額の合計額 

本省令により、上記（i）は、確認申請書の写し及びその確認申請書に係る確認
書の写しをその供用中年度の確定申告書等に添付することにより証明がされた
数量等に応じた金額であること、上記（ii）は、供用中年度の確認申請書（その
確認申請書に係る確認書が交付されているものに限られます。）に記載された産
業競争力基盤強化商品及びこれを生産するために直接又は間接に使用する減価
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償却資産に対して投資した金額の合計額であることが明らかにされました。 

 産業競争力強化法施行規則の一部を改正する命令 

上記の「租税特別措置法施行規則の一部を改正する省令」における確認申請書
の主務大臣への提出及び認定事業適応事業者への主務大臣による確認書の交付
等に関する規定が創設されたほか、確認申請書の様式等が定められています。 

 産業競争力基盤強化商品に関する省令 

上記の「租税特別措置法施行規則の一部を改正する省令」における産業競争力
基盤強化商品は改正産業競争力強化法において定義されており、その要件は主
務省令で定めることとされていました。本省令はこの主務省令に相当するもの
で、産業競争力基盤強化商品の要件が商品ごとに定められています。 

*** 

上記のほか、「事業適応の実施に関する指針の一部を改正する告示」や「我が国
産業の基盤強化に特に資することその他主務大臣が定める基準」等も公布され
ています。 

なお、経済産業省のウェブサイトには「戦略分野国内生産促進税制」のページ
が設けられていますが、今回の関連規定の公布を受けて順次更新される予定で
す。 
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